
 

- 11 - 

 

（登録の任意性） 

【答】  

適格請求書を交付できるのは、登録を受けた適格請求書発行事業者に限られますが、適格請

求書発行事業者の登録を受けるかどうかは事業者の任意です（消法 57 の２①、57の４①）。 

ただし、登録を受けなければ、適格請求書を交付することができないため、取引先が仕入税

額控除を行うことができませんので、このような点を踏まえ、登録の必要性をご検討ください。 

また、適格請求書発行事業者は、販売する商品に軽減税率対象品目があるかどうかを問わず、

取引の相手方（課税事業者に限ります。）から交付を求められたときには、適格請求書を交付し

なければなりません。 

一方で、消費者や免税事業者など、課税事業者以外の者に対する交付義務はありませんので、

例えば、顧客が消費者のみの場合には、必ずしも適格請求書を交付する必要はありません。こ

のような点も踏まえ、登録の必要性をご検討ください。 

また、ご検討にあたっては国税庁ホームページに掲載している「インボイス制度への事前準

備の基本項目チェックシート」もご活用ください。 

 

 

 

 

 

 

（新たに設立された法人等の登録時期の特例） 

【答】  

適格請求書発行事業者の登録を受けることができるのは、課税事業者に限られます（消法 57

の２①）。 

新たに設立された法人が免税事業者の場合、事業を開始した日の属する課税期間の末日まで

に、課税選択届出書を提出すれば、その事業を開始した日の属する課税期間の初日から課税事

業者となることができます（消法９④、消令 20一）。 

また、新たに設立された法人が、事業を開始した日の属する課税期間の初日から登録を受け

ようとする旨を記載した登録申請書を、事業を開始した日の属する課税期間の末日までに提出

した場合において、税務署長により適格請求書発行事業者登録簿への登載が行われたときは、

その課税期間の初日に登録を受けたものとみなされます（以下「新たに設立された法人等の登

録時期の特例」といいます。）（消令 70 の４、消規 26 の４、基通１－４－７、１－４－８）。 

したがって、新たに設立された法人が免税事業者である場合、事業開始（設立）時から、適

格請求書発行事業者の登録を受けるためには、設立後、その課税期間の末日までに、課税選択

届出書と登録申請書を併せて提出することが必要です。 

問 10 当社は、軽減税率対象品目の販売を行っていませんが、適格請求書発行事業者の登録を必

ず受けなければなりませんか。【令和５年 10 月改訂】 

問 11 新たに設立した法人が事業開始（設立）と同時に適格請求書発行事業者の登録を受けるこ

とはできますか。【令和５年 10 月改訂】 
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